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研究成果の概要（和文）：韓国の言語権問題の理論的追究と課題抽出、韓国の法制度と言語権との関連性につい
ての考察を行った。韓国の国民国家形成と言語関連の諸制度の関連性、およびその社会的受容の経緯を明らかに
する作業の一環として、米軍政期の言語政策、韓国の長編小説の分析、オラリティをめぐる議論、済州島および
全羅南道における言語権関連のイシューも研究に組み込んだ。発展的、応用的研究にも注力し、韓国における社
会方言と言語政策の関係についての研究を推進した。さらに、外部研究者の協力を得て、日本、東南アジア（主
にマレーシア、シンガポール、タイ）の事例との比較研究にも着手した。

研究成果の概要（英文）：The study commenced with a theoretical investigation into the issue of 
language rights in South Korea, the identification of issues, and a discussion of the relationship 
between the South Korean legal system and language rights. As part of the effort to clarify the 
relationship between the formation of the South Korean nation-state and various language-related 
institutions and the history of their social acceptance, the study analyzed language policy during 
the U.S. occupation (1945-1948), Korean long-form historical novels, debates over orality, and 
issues related to language rights in Jeju Island and Jeollanam-do Province. The connection between 
social dialects and language policy in South Korea was also the subject of developmental and applied
 research. In addition, comparative studies with cases in Japan and Southeast Asia (primarily 
Malaysia, Singapore, and Thailand) have been conducted with the assistance of outside researchers.

研究分野：東アジア地域研究　言語政策研究

キーワード： 韓国　言語政策　言語権　地域方言　社会方言
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研究成果の学術的意義や社会的意義
韓国の言語権について十分な質・量の資料を利用し、法政策や歴史的経緯を踏まえて総合的な考察を試みた研究
は、韓国でも十分に行われていなかった。本研究では、言語政策の動向が今後の韓国の社会統合の鍵を握るとい
う認識に立って、研究の空白を埋めるとともに、その成果によって今後の言語政策研究の学術水準の向上に貢献
することを目指した。また、米軍政期の言語政策、長編歴史小説の分析、オラリティをめぐる議論、社会方言を
扱った研究業績は、今後の言語権研究、言語政策研究の新たな視点と手法を提供しうると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
研究開始当初の学術的背景は次の通りである。 
いわゆる「言語権」は 1980年代より R. Phillipson、T. Skutnabb-Kangasら欧米の研究者に
より主唱され、各国の識者・団体が結集して採択した「世界言語権宣言」（1996年）などによっ
て、広く知られるようになった。日本では社会言語学者、法学者により研究が蓄積されつつある
ことで、「言語権」概念は相当程度認知されており、今後はその実定法的位置づけや法政策的対
応、司法による権利認定の是非、一般社会での定着が論点・争点になってくるとみられる。 
隣国・韓国は 1980年代以降の外国人労働者の流入、伝統的な家父長制など日本と共通する基
盤や背景を有しており、双方の言語政策やその経験は相互に比較・参照すべき事例となると考え
られる。また、韓国では近年、手話言語に関する基本法制定の動きがあったり、「国語基本法」
における標準語使用や文字問題に関する憲法訴願がおこったりするなど、言語権問題が焦点化
しつつあるが、それらの研究自体は端緒についたばかりである。法政策面においても、外国人労
働者や国際結婚の急増に伴い「多文化主義」立法も進んでいるものの、それらは韓国社会の統合
政策としての性格が強く、言語を個人の人格的生存との関連で捉える言語権に踏み込むまでに
は至っていない。 
かような現状認識のもとで、応募者はこれまで個別的な問題提起・事例紹介に努めてきた。韓
国では、多文化主義や社会的共生の観点から言語問題が議論されることが多い。しかしながら、
法政策や判例などにおける言語権の認定は全体的に慎重な扱いとなっている。このことから、＜
グローバル化を基調とした社会政策＞と＜国民国家を前提とした立法政策や司法判断＞の対立・
不整合が今後焦点となる可能性が高いと考えられる。また、日本でも議論になる移民や障害者の
言語権だけでなく、海外出身コリアンや北朝鮮離脱者など韓国特有の問題も言語がかかわるも
のであり、言語権問題を韓国の法政策過程に連結させた本格的な理論的研究は喫緊の課題とい
える。 
かような背景を踏まえ、本研究では、言語権研究の理論的整理・検討の基礎に立って、その韓
国における言語権関連問題の所在を把握し、権利保障をめぐる法政策的課題と展望を検討する。
その際、欧米・日本の理論の韓国に一方的に適用するのではなく、韓国の政治社会における独自
的問題や個性に基づき、持続可能な言語権認識・法政策の可能性を問う。そのことにより、とか
く議論が拡散しがちな言語権問題への対策を具体的に講じる一助となる研究にしたい。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、既往の言語権理論の整理と問題点の把握を行った上で、主に次の 3 点に取り組
む。 
第 1に、韓国における言語権問題の把握と課題抽出を行う。その際、検討対象を、相互比較・
参照の観点から、言語権を、①広域的／普遍的課題（障碍者、外国人住民・移民、LGBTなどの
いわゆる少数者の言語、地域方言・社会方言使用などの問題）、②韓国の個別的／具体的課題（在
外コリアン子弟や海外養子帰国者、北朝鮮出身者などの言語問題）に分け、それぞれについて言
語権保障の可能性・限界を展望する。 
第 2に、韓国の法的・社会的諸制度（言語政策、教育制度を含む）と言語権との関連を検討す
る。その際、制度の構造理解にとどまらず、それらの制度が形成された歴史的経緯にも着目し、
韓国の国民国家形成と言語関連の諸制度の関連性、およびその社会的受容の経緯を史料にもと
づいて明らかにする。特に昨今の学界動向において、日本統治（1910-1945年）の終結以来、「国
語」の普及拡大が単線的に推進されてきたという従来の考え方に相応の変化がみられつつある
ことを考慮し、米軍政期の史料の再点検を行い、当時成立した言語政策に盛り込まれなかった言
語観、社会相、言語的少数者の主張を具体的に明らかにする。そのことにより、韓国の言語問題
の背景にある歴史的・社会構造的要素が、言語権の確立といかなる関連を持つかを検討する。 
第 3に、韓国における言語権の展望をまとめる。ここでは、言語権の認知・保障の拡大が、ど
のように既存の教育や社会に影響を与えるかを検討する。例えば、手話言語や方言使用の権利の
認知により、教育がどのように変化するか、また、言語をめぐる人格的利益や自己決定権が認め
られると、韓国社会にどのような影響がもたらされるのかといった諸問題について詳しく考察
する。その際、上述の①（広域的／普遍的課題）だけでなく、②（韓国の個別的／具体的課題）
についても詳細に検討することで、「韓国における言語権」の今後の方向性・課題を総合的に考
察する。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、言語権にかかわる認識と制度・政策の関連性に着目するものであり、社会言語学、
法政策学のほか、教育政策や歴史学なども踏まえた学際的研究となる。また、研究課題の問題意
識を日本・韓国のみならず広く海外の研究者とも共有し、議論を積み重ねていくことが肝要との



認識から、国際的な成果公表を重視する。研究期間中、次の 3点を基軸として研究を進める。 
 
（a）従来の言語権理論・関連言語政策の整理と、韓国における言語権問題の把握と課題抽出 
 上述の通り、特に言語学者の間では「言語権」概念は相当程度認知されているが、その理念の
定着や実践には課題が多い。そこでまず、これまで提唱されてきた言語権の法的・政治的・法政
策的に整理し、権利保障の可能性と限界を検討する。その上で、韓国の言語権の認知・保障の現
状について、①広域的／普遍的課題（障害者、外国人住民・移民、LGBT などのいわゆる少数者の
言語、方言使用などの問題）、②韓国の個別的／具体的課題（在外コリアン子弟や海外養子帰国
者、北朝鮮出身者などの言語問題）に分け、それぞれの可能性・限界を展望する。 
 
（b）韓国の法的・社会的諸制度（言語政策、教育制度を含む）と言語権との関連の検討 
制度の構造理解にとどまらず、それらの制度が形成された歴史的経緯にも着目し、韓国の国民
国家形成と言語関連の諸制度の関連性、およびその社会的受容の経緯を史料にもとづいて明ら
かにする。この際、米国立公文書館（NARA）所蔵史料の分析も行う。そのことにより、韓国の言
語問題の背景にある歴史的・社会構造的要素が、言語権の確立といかなる関連を持つかを検討す
る。 
 
（c）韓国における言語権の展望 
 言語権関連の制度・政策が将来の韓国社会に及ぼす影響について考察する。その際、韓国の教
育制度・歴史の研究者、公法学者らの研究協力を仰ぎ、社会言語学、法政策学の両面からの分析
を行い、韓国の言語権の発展可能性および課題を明らかにする。その際、多文化主義、地域文化、
越境化、ダイバーシティなど多方面への目配りをする。一連の成果は国際会議で発表し、学界の
フィードバックを得て、韓国の言語政策や教育制度に対する展望とともに、日本への示唆を得る。 
 
 
４．研究成果 
 2017 年度は、資料の収集とその整理を中心に作業を行った。特に、言語権関連の諸問題・政
策に関する先行研究を精読し、特に言語権の法政策的整合性に関する理論的追究、ならびに韓国
の人権理論と言語権議論に関する基本的な整理を行い、韓国における言語権問題の把握と課題
抽出を行うことに努めた。その際、検討対象を、①広域的／普遍的課題（障害者、外国人住民・
移民、LGBT などのいわゆる少数者の言語、方言使用などの問題）、②韓国の個別的／具体的課題
（在外コリアン子弟や海外養子帰国者、北朝鮮出身者などの言語問題）に分け、それぞれについ
て言語権保障の可能性・限界を考察した。また、韓国の国民国家形成と言語関連の諸制度の関連
性、およびその社会的受容の経緯を史料にもとづいて明らかにする作業の一環として、米軍政期
の言語政策に関する研究を行い、その一端を発表した。 
2018 年度は、主に、韓国の法的・社会的諸制度（言語政策、教育制度を含む）と言語権との関
連を検討した。その際、制度の構造理解にとどまらず、それらの制度が形成された歴史的経緯に
も着目し、韓国の国民国家形成と言語関連の諸制度の関連性、およびその社会的受容の経緯を史
料にもとづいて明らかにすることに努めた。また、前年度に引き続き、文献研究、専門家へのヒ
アリングなどを行った。前年度の研究の過程において、歴史的経緯に対するより広範な調査およ
び考察、ならびに海外居住コリアンや韓国におけるダイバーシティに対する認識の多様化に関
する調査を含めることの重要性を認識するに至ったため、それらにかかわる資料の収集にも努
めた。さらに、韓国の長編小説の分析、オラリティをめぐる議論も研究に組み込んだ。同年度に
は、米国立公文書館（NARA）における南朝鮮米軍政期史料の調査を実施した。それらの史料の再
点検を行い、当時成立した言語政策に盛り込まれなかった言語観、社会相、言語的少数者の主張
を具体的に明らかにするよう引き続き努めており、この作業は今後も継続していく。 
2019 年度は、前年度の研究発表およびそのフィードバックによって得られた問題意識に基づ
く調査研究を主として実施した。具体的には済州島および全羅南道における言語権関連のイシ
ューについての調査を実施し、文献研究、現地関係者へのヒアリングを行った。 
2020 年度からは、それまでの研究のとりまとめを行うとともに、発展的、応用的研究に注力
した。まず、前年度に実施した済州島および全羅南道における言語権関連のイシューについての
調査結果をとりまとめた。済州島調査の結果については、国際学会発表が採択されていたが、新
型コロナウイルス感染症拡大の影響により、当該国際学会が延期になったことから、今後、内容
を更新した上で発表する機会を模索する。また、研究の射程を拡大し、韓国における社会方言と
言語政策の関係についての研究を推進した。さらに、外部研究者の協力を得て、日本、東南アジ
ア（主にマレーシア、シンガポール、タイ）の事例との比較研究に着手した。 
 これらの研究に関する業績として、著書 5件（代表者の単著と編著各 1、分担執筆 3）、単著論
文 2件、学会発表 15 件がある。新型コロナウイルス感染拡大の影響により、研究計画のすべて
を実施できたとは言いがたいが、2023 年にはこれまでの論稿を含めてとりまとめた単著を刊行
でき、また今後の研究の方向性を示した編著の出版にも目処が立った。今後、本研究の最終成果
を再度とりまとめ、書籍としての刊行を目指したい。 
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